
 

様式－１                開発計画と雨水排水計画の概要 

開発地区名称  開発面積                    (ha) 

開発の目的  

開発事業者名  施工期間  平成      年～平成     年 

設計担当者 会社名  所属  

担当者氏名  連絡先 TEL      E.mail 

開発地区所在

地 

 

開発前の地目

別面積（ha） 

山林原野 田   畑 宅   地 その他 公共用地 計 

      

開発後の 

土地利用計画 

宅地、商業用地、公共用地（道路、公園、河川、調整池等）の土地利用別面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

放流先河川名  管 理 者  

放流先水路名  管 理 者  

(雨水排水計画の概要) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1)開発地区雨水排水計画概要図を添付する。同図には事業区域、直接流出域、放流先河川水路、 

調整池、オンサイト貯留施設、浸透施設の配置を記載する。 

2)放流先河川の流域と開発地区の関係図を添付する。様式－３により河川の流下能力の検討を行う 

場合は、同図に対象とした調査区間及び横断の位置を記載する。 



 

様式－２                雨水排水計画の方針と前提条件 

 

１．雨水排水計画の必要性の判定 
    河川の計画降雨による開発地区からの流出量の比流量 ｑ＝          (m3/s/ha) 

    放流先河川の流下能力の比流量（許容放流比流量）ｑc＝          (m3/s/ha) 

 

２．雨水排水計画の方針（該当項目の（   ）に○をつける） 

  （    ）ｑc≧ｑであるため河川に直接放流する。 

（    ）概ね 10 年以内で放流先河川の改修が完了する予定であるため、暫定調整池を計画する。 

（    ）開発者自ら河川改修を実施する（別途協議）。 

（    ）雨水排水計画その１により調整池を計画する。 

（    ）雨水排水計画その２により雨水流出抑制施設を計画する。 

 

３．雨水流出抑制施設の計画方針と前提条件 
   （暫定調整池、又は、雨水排水計画その２により計画する場合に記入する） 

(1)確率降雨強度式 

分割地区名 

年超過確率 

降雨強度式  ｒ＝ａ／（ｔｎ＋ｂ）＝ 

     

(2)雨水が下流河川に直接流出する区域の有無（該当項目の（   ）に○をつける） 

       （    ）地形や土地利用の改変が行われる直接流出域がある。 

       （    ）地形や土地利用の改変が行われない直接流出域がある。 

       （    ）直接流出域なし。 

 

    (3)導入する雨水流出抑制施設（該当項目の（   ）に○をつける） 

       （    ）調整池（暫定調整池を含む） 

       （    ）浸透施設（貯留浸透施設を含む） 

       （    ）オンサイト貯留施設 

 

    (4)放流先河川への許容放流比流量の考え方（該当項目の（   ）に○をつけ、許容放流比流量

の値を記入する） 

       （    ）放流先河川の流下能力から算定（許容放流比流量＝          m3/s/ha） 

       （    ）地域毎に定めた許容放流量の下限値を使用（許容放流比流量＝         m3/s/ha）



 

 

様式－３           放流先河川流下能力と開発地区からの流出量計算書 

 

(1)放流先河川の流下能力計算書 

断面 

番号 

川  幅 

B 

(m) 

断面積

Ａ 

(m2) 

潤辺長 

P(m) 

径深 

R=A/P 

(m) 

河床 

勾配 

Ｉ 

粗度 

係数 

n 

流  速 

V 

(m/s) 

流  量 

Q=A・V 

(m3/s) 

流域面積

CA(km2) 

比流量 

ｑc=Q/CA 

(m3/s/km2) 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

許容放流比流量＝            (m3/s/km2) 

注 1)V = R2/3･I1/2/n 

粗度係数ｎは、一般水路、素堀水路 n=0.035,護岸構造の河道 n=0.03,三面張水路 n=0.025 とす

る。これ以外の状況については改定新版建設省河川砂防技術基準(案)（平成 9年 10 月）による

ものとする。 許容放流比流量ｑc は、原則として上記計算書による比流量の最小値とする。 

2)流下能力の計算に用いた放流先河川の縦断横断図を添付する。調査地点は事前に管理者と調

整するものとする。 

 

(2)河川計画規模の降雨による開発地区からの流出量計算書 

集水面積（開発面積）Ａ＝            (ha)  

流出係数 ｆ＝不浸透面積率×1.0＋（1.0－不浸透面積率）×0.6 

            ＝ 

                             不浸透域面積率計算表 

土地利用 面   積 不浸透面積 不浸透面積率 

    

    

    

    

    

計 ① ② ②／①＝ 

   注）不浸透面積率は、土地利用計画から想定される道路、屋根、水面等の面積から算定する。 

洪水到達時間 tc＝L /（６０・Ｖ）＋t1＝                       ＝         (分) 

   Ｌ：開発区域から排水先河川合流点までの流路延長(m) 
   Ｖ：洪水流出速度(m/s)、Ｉ：開発地区内排水路勾配 

   流路勾配  Ｉ Ⅰ/100以上 1/100～1/200 1/200以下 
洪水流出速度 Ｖ 3.5 3.0 2.1 

    t1：斜面流入時間５～10（分） 
放流先河川の計画規模 （年超過確率＝ １／    ） 

降雨強度式ｒ＝a／（ｔcn＋b）＝                     =        (mm/h) 

河川の計画降雨による開発地区からの流出量 Q＝f・r・A／360 =               ＝       (m3/s) 

上記流出量の比流量 ｑ=Q／A＝     ／       ＝        (m3/s/km2)   



 

様式－４           第４条 雨水排水計画その１による調整池計画諸元 

 

調整池名称  放流河川名  

項   目 単位 数   量 備    考 

集水 

面積 

 

開発地区内集水面積 A1           ha   

地区外流入面積 A2 ha   

計          A ha   

直接流出域面積 ha  注 1) 

直接流出域面積率 ％  =直接流出域面積/開発面積 

必要洪水調節容量 m3  =単位必要洪水調節容量（m3/ha）×A 

設 計 堆

積 土 砂

量 

工事中 m3   

完成後 m3   

 

放 流 施

設 

許容放流量 Qc m3/s  =0.025（m3/s/ha）×A 

ｵﾘﾌｨｽ形状寸法 m  ｵﾘﾌｨｽ断面積ａ=Qc/(C√2g(h-D/2) 

C：流量係数 0.6～0.8、h：敷高から HWL

までの水深、D：ｵﾘﾌｨｽの高さ(m) 

ｵﾘﾌｨｽ敷高 TP.m  

 

 

 

洪 水 吐

き 

注 2) 

流出係数 ｆ -  不浸透域 f=1.0，浸透域 f=0.6 として算定

する 到達時間 ｔc 分  

降雨強度 ｒ mm/h  年超過確率 1/200 降雨強度式（分割地区

名） 

r=        /(t   +     )   

(          ) 

設計洪水流量 Q m3/s  Q =1.2・(（f・r・A /360）-Qc) 

タイプ -  越流堤型、立坑型 

形

状 

寸

法 

越流堤型 m H=    L= 越流堤型  L=Q/(1.8・H3/2) 

立坑型    R=Q/(1.8・2π・H3/2) 

Ｌ：越流堤の延長(m)、R：立坑の半径(m)、

H：越流水深（=HHWL-HWL）(m) 

立坑型 m H=    R= 

洪水吐き越流部敷高 TP.m  

設計洪水位 HHWL TP.m   

計画高水位 HWL TP.m   

調整池水面積 m2  HWL における面積 

洪水調節容量 m3  水位容量曲線による HWL における容量 

調整池 

総容量 

工事中 m3  =洪水調節容量＋工事中設計堆積土砂量 

完成後 m3  =洪水調節容量＋完成後設計堆積土砂量 

堤体天端高 TP.m   

堤体高 m  基礎地盤からの高さ 

余裕高 m   

注   1)直接流出域が開発により地形、土地利用の改変を伴う場合は、様式－５の雨水排水計画

その 2で調整池計画を策定する。 

     2)掘込み式調整池で溢水しても破堤の恐れのない場合は洪水吐きは不要となる。 

     3)調整池構造諸元の概要を様式－５(2)を用いて作成する。 

 



 

様式－５(1)           第５条 雨水排水計画その２による調整池計画諸元 
 
調整池名称  放流河川名  

項   目 単位 数   量 備    考 

集水 
面積 

開発地区内集水面積 A1 ha   
地区外流入面積 A2 ha   

計      A ha   
直接流出域面積 ha  注 1) 
直接流出域面積率 ％  =直接流出域面積/開発面積 

浸透 
施設 

浸透処理面積 ha  貯留浸透施設への集水面積 

浸透処理面積率 ％  =貯留浸透施設への集水面積／ 
開発地区内集水面積 A1 

平均浸透強度 mm/h  =設計浸透量／開発地区内集水面積 A1 
貯留量 m3  =貯留浸透施設の貯留量 

オンサイト貯留施設貯留量 m3   

計画年超過確率 年 ／  
降雨強度式（分割地区名） － ｒ=         ／（ｔ    ＋       ）  （              ） 
流出率         ｆ －  不浸透域 f=1.0，浸透域 f=0.6 として算定する 
洪水到達時間   tc 分  

許 容 
放流量 

放流比流量 ｑc m3/s/
ha 

 下流河川・水路の流下能力から算定する 

許容放流量 Qc m3/s  =ｑc（m3/s/ha）×A 
調整池必要洪水調節容量 m3  浸透施設、ｵﾝｻｲﾄ貯留施設の効果を評価した

値 

放 流 
施 設 

ｵﾘﾌｨｽ形状寸法 m  ｵﾘﾌｨｽ断面積ａ=Qc/(C√2g(h-D/2) 
C：流量係数0.6～0.8、h：敷高からHWLまでの
水深、D：ｵﾘﾌｨｽの高さ(m) 

ｵﾘﾌｨｽ敷高 TP.m  

 
 
 
 
洪水吐き 
注 2) 

降雨強度 ｒ mm/h  年超過確率 1/200 降雨強度式（分割地区名） 
r=        /(t   +     )   (          ) 

設計洪水流量Q m3/s  Q =1.2・(（f・r・A /360）-Qc) 
タイプ -  越流堤型、立坑型 
形状 
寸法 
越流堤型 m H=   L= 越流堤型  L=Q/(1.8・H3/2) 

立坑型    R=Q/(1.8・2π・H3/2) 
Ｌ：越流堤の延長(m)、R：立坑の半径(m)、H：
越流水深（=HHWL-HWL）(m) 

立坑型 m H=   R= 

洪水吐き敷高 TP.m  

設計洪水位 HHWL TP.m   
計画高水位 HWL TP.m   

調整池水面積  Ｆ m2  HWL における水面積 
洪水調節容量  Ｖ m3  水位容量曲線による HWL における容量 
単位面積当たり調節容量 m3/ha  =V/A 
設 計 堆
積 土 砂
量 

工事中 m3   
完成後 m3   

調整池 
総容量 

工事中 m3  =洪水調節容量＋工事中設計堆積土砂量 
完成後 m3  =洪水調節容量＋完成後設計堆積土砂量 

堤体天端高 TP.m   
堤体高 m  基礎地盤からの高さ 
余裕高 m   
注  1)直接流出域がある場合は、直接流出域からのピーク流出量、調整池からの許容放流比流量の算 
      定値等を記載した資料を添付する。 
    2)堀込み式調整池で溢水しても破堤の恐れのない場合は洪水吐きは不要となる。 
    3)浸透施設及びオンサイト貯留施設を併用する場合は，様式－６及び様式－７も作成する。 



 

様式―５(2) 
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様式―６(1)        浸透施設の計画諸元(1) 

 

(1)現地浸透試験結果と飽和透水係数 

  ①現地浸透試験結果 

項目    試験箇所 No.1 No.2 No.3 

浸透試験施設    

湛水水深    h(m)    

比浸透量    K(m2)    

終期浸透量  Q(m3/h)    

飽 和 透 水 係 数  

ko(m/h) 

   

 

②設計に用いる飽和透水係数 ｋo=     (m/h) 

 

③浸透試験装置の構造 

 浸透試験に用いたボアホール法又は実物試験法の構造図を記載する。また、浸透試験箇所

における土質との関係がわかるように土質柱状図を併記する。 

 

 



 

様式－６(2)         浸透施設の計画諸元(2) 

 

(2)単位設計浸透量と単位貯留量 

 ①単位設計浸透量 

浸透施設 飽和透水

係数

ko(m/h) 

比浸透量

kf 

(m2) 

基 準 

浸透量

Qf 

(m3/h) 

影響係数 

C 

安全率 

α 

単位設計浸透量 Q 

 

浸透ます     0.8  (m3/h/個) 

浸透ﾄﾚﾝﾁ     1.0 (m3/h/m) 

ﾄﾗﾌ＆ﾄﾚﾝﾁ     1.0 (m3/h/m) 

透水性舗装     0.1 (m3/h/m2) 

砕石空隙貯

留浸透施設 

    1.0 (m3/h/m2) 

注）Qf=ko・kf   Q=Qf・C・α 

  影響係数は目詰まりによる影響係数は 0.9、地下水位の影響係数は 0.9（浸透施設の底面

から 1m 以内に地下水位が存在する場合）とする。 

 

②単位貯留量（砕石空隙貯留浸透施設を導入する場合に記入） 

浸透施設 設計水頭(m) 単位貯留量 備  考 

砕石空隙貯留浸透施設  (m3/m2) 砕石空隙率 40％ 

    

    

    

 

(3)浸透施設導入数量と浸透処理面積 

 ①浸透施設導入数量 

土地利用 面積 

 

 

(ha) 

浸透 

処理 

面積 

(ha) 

浸透施設の設置数量 

浸透ます 

 

(個) 

浸 透 

ﾄﾚﾝﾁ 

(m) 

ﾄﾗﾌ＆ 

ﾄﾚﾝﾁ 

(m) 

透水性 

舗 装 

(m2) 

砕石空隙 

貯留施設 

(m2) 

        

        

        

        

        

        

計        

 

 ②浸透処理面積率＝浸透処理面積の計 / 開発地区面積 

                  ＝ 

 

 



 

様式－６(3)         浸透施設の計画諸元(3) 

 

（4）設計浸透量と貯留量 

 ①設計浸透量 

土地利用 設計浸透量(m3/h) 

浸透ます 浸透ﾄﾚﾝﾁ ﾄﾗﾌ＆ﾄﾚﾝﾁ 透水性舗装 空隙貯留 計 

       

       

       

       

       

       

計       

  注）設計浸透量＝単位設計浸透量×土地利用別導入数量 

   
  ②設計貯留量 

土地利用 設計貯留容量(m3) 

空隙貯留施設    計 

      

      

      

      

      

      

計      

  注）設計貯留量＝単位設計貯留量×土地利用別導入数量 
 

(5）設計浸透強度 

  設計浸透強度(mm/h)＝設計浸透量(m3/h) /（浸透処理面積(ha)×10） 

                      ＝ 

 

 

 

 

 

注 1)浸透試験のデータ及び浸透試験箇所の位置図、浸透試験箇所の土質柱状図及び必要に応

じ浸透可能区域図を別途添付する。 

   2)導入する浸透施設の構造概念図と構造の基本寸法と設計水頭を記載した資料を添付する。 

  3)砕石空隙貯留施設としてプラスチック製貯留浸透ブロックを使用する場合は、空隙率に

関する説明資料を添付する。 



 

様式－７          オンサイト貯留施設の計画 

 

貯留施設名称  放流先水路  

項   目 単位 数  量 備   考 

土地利用 集水区域 －  建物の屋根、駐車場等土地利用の種別を記入 

貯留場所 －  駐車場、広場、校庭等土地利用の種別を記入 

貯留部の構造形式 －  小堤、小掘込、地下貯留（空隙貯留）等 

集水面積 ha   

計画年超過確率 年 / 超過確率 1/50～1/10 の範囲で設定する 

降雨強度式（分割地区名） － ｒ＝      /（ｔ   ＋      ）  （            ） 

計画降雨波形 －  後方集中型 

流出率              ｆ －  不浸透域 f=1.0、浸透域 f=0.6 

洪水到達時間        tc 分   

貯留可能面積        m2   

貯留限界水深 m   

貯留可能容量 m3  ＝貯留可能面積×貯留限界水深 

許  容 

放流量 

許容放流比流量ｑc   河川・水路の流下能力から算定する 

放流量 Qc m3/s   

 

浸 透 施

設 

浸透処理面積 ha  浸透施設への集水面積 

浸透処理面積率 ％  ＝浸透処理面積/集水面積 

設計浸透強度  mm/h  ＝設計浸透量/浸透処理面積 

貯留量 m3  砕石空隙貯留浸透施設の空隙貯留量 

設計貯留量    Ｖ m3  浸透施設の効果を反映した容量 

貯留水深     ｄ m  地表上貯留の場合は限界水深を考慮する 

 

放 流 施

設 

ｵﾘﾌｨｽの形状寸法 m  ｵﾘﾌｨｽ断面積ａ=Qc/(C√2g(h-D/2) 

C：流量係数 0.6～0.8、h：敷高から HWL までの

水深、D：ｵﾘﾌｨｽの高さ(m) 

ｵﾘﾌｨｽ敷高 TP.m  

洪水吐き 降雨強度    ｒ mm/h  年超過確率 1/100 降雨強度式（分割地区名） 

ｒ＝        /(t   ＋      )（        ） 

設計流量     Q m3/s  Q＝(f・r－Fr)･A/360 

形状寸法 m H=0.1 

L= 

H=10cm を標準として越流幅を設定する 

越流堤型  L=Q/(1.8・H3/2) 

H：越流水深(m)、Ｌ：越流堤の延長(m) 洪水吐き天端高 TP.m  

注） １）小掘込み又は地下貯留構造の場合、洪水吐きは不要となる。 

    ２）浸透施設を併用する場合は、様式－６も作成するものとする。 

    ３）オンサイト貯留施設の概要図を添付する。 



 

様式－８                     維持管理計画の概要 
 

１．管理者 

   （調整池、オンサイト貯留施設、浸透施設の種別及び設置場所ごとに管理者予定者を記載

する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２．維持管理のための方策 

  （管理予定者との管理協定、管理要領案及び機能の周知を図る方法等について記載する） 

 


